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 この目論見書により行う株式7,446,049,260円（見込額）の売出

し（引受人の買取引受による売出し）及び株式1,116,779,220円

（見込額）の売出し（オーバーアロットメントによる売出し）につ

いては、当社は金融商品取引法第４条第１項ただし書により同項本

文の規定による届出は行っておりません。 

 なお、売出価格等については、今後訂正が行われます。 

 また、その他の記載内容についても訂正されることがあります。 

 

 今後、売出価格等（売出価格、引受価額及び引受人の手取金をいう。以下同じ。）が

決定された場合は、売出価格等及び売出価格等の決定に伴い連動して訂正される事項

（引受人の買取引受による売出しの売出価額の総額、オーバーアロットメントによる売

出しの売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額をいう。以下

同じ。）について、目論見書の訂正事項分の交付に代えて売出価格等決定日の翌日付の

日本経済新聞及び売出価格等の決定後から申込期間の末日までの期間中のインターネッ

ト上の当社ウェブサイト（〔URL〕https://www.tsk-g.co.jp/news/）（以下「新聞等」

という。）で公表いたします。また、売出価格等が決定される前に目論見書の記載内容

について訂正が行われる場合には、目論見書の訂正事項分が交付されます。しかしなが

ら、売出価格等の決定に際し、売出価格等及び売出価格等の決定に伴い連動して訂正さ

れる事項以外の記載内容についての訂正が含まれる場合には目論見書の訂正事項分が交

付され、新聞等による公表は行いません。 
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【表紙】 
 

【会社名】 月島ホールディングス株式会社 

【英訳名】 TSUKISHIMA HOLDINGS CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  川﨑 淳 

【本店の所在の場所】 東京都中央区晴海三丁目５番１号 

【電話番号】 (０３)５５６０―６５１１ 

【事務連絡者氏名】 財務部長  佐藤 光政 

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区晴海三丁目５番１号 

【電話番号】 (０３)５５６０―６５１１ 

【事務連絡者氏名】 財務部長  佐藤 光政 

【本目論見書により行う売出有価証券の種類】 株式 

【本目論見書により行う売出金額】 
 
引受人の買取引受による売出し 7,446,049,260円 

オーバーアロットメントによる売出し 1,116,779,220円 

（注） 売出金額は、売出価額の総額であり、2024年11月22日

（金）現在の株式会社東京証券取引所における当社普通

株式の終値を基準として算出した見込額であります。 

【安定操作に関する事項】 １ 今回の売出しに伴い、当社の発行する上場株式について、市

場価格の動向に応じ必要があるときは、金融商品取引法施行

令第20条第１項に規定する安定操作取引が行われる場合があ

ります。 

２ 上記の場合に安定操作取引が行われる取引所金融商品市場を

開設する金融商品取引所は、株式会社東京証券取引所であり

ます。 

 



 

 

（株価情報等） 

１【株価、ＰＥＲ及び株式売買高の推移】 

 2021年11月29日から2024年11月22日までの株式会社東京証券取引所における当社普通株式の株価、ＰＥＲ及び株式

売買高の推移（週単位）は以下のとおりであります。 

 

 

 

 （注）１ ・株価のグラフ中の１本の罫線は、週単位の始値、高値、安値、終値の４種類の株価を表しております。 

・始値と終値の間は箱形、高値と安値の間は線で表しております。 

・終値が始値より高い時は中を白ぬき、安い時は中黒で表しております。 

２ ＰＥＲの算出は、以下の算式によります。 

ＰＥＲ（倍）＝ 
週末の終値 

１株当たり当期純利益 

2021年11月29日から2022年３月31日については、2021年３月期有価証券報告書の2021年３月期の連結財務諸

表の１株当たり当期純利益を使用。 

2022年４月１日から2023年３月31日については、2022年３月期有価証券報告書の2022年３月期の連結財務諸

表の１株当たり当期純利益を使用。 

2023年４月１日から2024年３月31日については、2023年３月期有価証券報告書の2023年３月期の連結財務諸

表の１株当たり当期純利益を使用。 

2024年４月１日から2024年11月22日については、2024年３月期有価証券報告書の2024年３月期の連結財務諸

表の１株当たり当期純利益を使用。 

 

２【大量保有報告書等の提出状況】 

 2024年６月３日から2024年11月22日までの間における当社株式に関する大量保有報告書等の提出はありません。 
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第一部【証券情報】 
 

第１【募集要項】 
 該当事項はありません。 

 

第２【売出要項】 

１【売出株式（引受人の買取引受による売出し）】 

 2024年12月11日（水）から2024年12月17日（火）までの間のいずれかの日（以下「売出価格等決定日」という。）

に決定される引受価額にて後記「２ 売出しの条件（引受人の買取引受による売出し）」に記載の引受人は買取引受

けを行い、当該引受価額と異なる価額（売出価格）で売出しを行います。引受人は受渡期日に引受価額の総額を売出

人に支払い、本売出し（以下「引受人の買取引受による売出し」という。）における売出価格の総額との差額は引受

人の手取金とします。売出人は引受人に対して引受手数料を支払いません。 

種類 売出数 
売出価額の総額 

（円） 
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名又は名称 

普通株式 5,228,600株 7,446,049,260 

大阪府大阪市西区江戸堀一丁目２番１号 

大同生命保険株式会社 

1,701,000株 

東京都中央区日本橋二丁目７番１号 

太陽生命保険株式会社 

1,515,500株 

東京都千代田区富士見二丁目10番２号 

前田建設工業株式会社 

800,000株 

東京都千代田区丸の内二丁目６番１号 

日本製鉄株式会社 

704,000株 

東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 

損害保険ジャパン株式会社 

508,100株 

 （注）１ 引受人の買取引受による売出しにあたり、その需要状況を勘案した上で、当該売出しの主幹事会社である野

村證券株式会社が当社株主から784,200株を上限として借入れる当社普通株式の売出し（以下「オーバーア

ロットメントによる売出し」という。）を行う場合があります。 

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事

項 １ オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。 

２ 引受人の買取引受による売出しに関連して、ロックアップに関する合意がなされておりますが、その内容に

つきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項 ２ ロックアップについて」をご参照下さ

い。 

３ 振替機関の名称及び住所 

株式会社証券保管振替機構 

東京都中央区日本橋兜町７番１号 

４ 売出価額の総額は、2024年11月22日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値を基

準として算出した見込額であります。 
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２【売出しの条件（引受人の買取引受による売出し）】 

売出価格 
（円） 

引受価額 
（円） 

申込期間 申込単位 
申込証拠
金（円） 

申込 
受付場所 

引受人の住所及び 
氏名又は名称 

元引受契
約の内容 

未定 

(注)１、２ 

売出価格等決定日の

株式会社東京証券取

引所における当社普

通株式の普通取引の

終値（当日に終値の

ない場合は、その日

に先立つ直近日の終

値）に0.90～1.00を

乗じた価格（１円未

満端数切捨て）を仮

条件とします。 

未定 

(注)１、 

２ 

自 2024年 

12月18日(水) 

至 2024年 

12月19日(木) 

(注)３ 

100株 

１株につ

き売出価

格と同一

の金額 

右記金融

商品取引

業者の本

店及び全

国各支店 

東京都中央区日本橋一丁

目13番１号 

野村證券株式会社 

 

東京都千代田区大手町一

丁目９番２号 

三菱ＵＦＪモルガン・

スタンレー証券株式会

社 

(注)４ 

 （注）１ 日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第25条に規定される方式により、上記仮条件によ

り需要状況を勘案した上で、2024年12月11日（水）から2024年12月17日（火）までの間のいずれかの日（売

出価格等決定日）に売出価格を決定し、併せて引受価額（売出人が引受人より受取る１株当たりの売買代

金）を決定いたします。 

今後、売出価格等（売出価格、引受価額及び引受人の手取金をいう。以下同じ。）が決定された場合は、売

出価格等及び売出価格等の決定に伴い連動して訂正される事項（引受人の買取引受による売出しの売出価額

の総額、オーバーアロットメントによる売出しの売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出価

額の総額をいう。以下同じ。）について、目論見書の訂正事項分の交付に代えて売出価格等決定日の翌日付

の日本経済新聞及び売出価格等の決定後から申込期間の末日までの期間中のインターネット上の当社ウェブ

サイト（〔URL〕https://www.tsk-g.co.jp/news/）（以下「新聞等」という。）で公表いたします。また、売

出価格等が決定される前に目論見書の記載内容について訂正が行われる場合には、目論見書の訂正事項分が

交付されます。しかしながら、売出価格等の決定に際し、売出価格等及び売出価格等の決定に伴い連動して

訂正される事項以外の記載内容についての訂正が含まれる場合には目論見書の訂正事項分が交付され、新聞

等による公表は行いません。 

２ 前記「１ 売出株式（引受人の買取引受による売出し）」の冒頭に記載のとおり、売出価格と引受価額とは

異なります。売出価格と引受価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。 

３ 株式の受渡期日は、2024年12月24日（火）であります。 

申込期間及び受渡期日については、上記のとおり内定しておりますが、売出価格等決定日において正式に決

定する予定であります。 

なお、上記申込期間及び受渡期日については、需要状況を勘案した上で繰り上げることがあります。当該需

要状況の把握期間は、最長で2024年12月10日（火）から2024年12月17日（火）までを予定しておりますが、

実際の売出価格等の決定期間は、2024年12月11日（水）から2024年12月17日（火）までを予定しておりま

す。 

したがいまして、 

① 売出価格等決定日が2024年12月11日（水）の場合、申込期間は「自 2024年12月12日（木） 至 2024

年12月13日（金）」、受渡期日は「2024年12月18日（水）」 

② 売出価格等決定日が2024年12月12日（木）の場合、申込期間は「自 2024年12月13日（金） 至 2024

年12月16日（月）」、受渡期日は「2024年12月19日（木）」 

③ 売出価格等決定日が2024年12月13日（金）の場合、申込期間は「自 2024年12月16日（月） 至 2024

年12月17日（火）」、受渡期日は「2024年12月20日（金）」 

④ 売出価格等決定日が2024年12月16日（月）の場合、申込期間は「自 2024年12月17日（火） 至 2024

年12月18日（水）」、受渡期日は「2024年12月23日（月）」 

⑤ 売出価格等決定日が2024年12月17日（火）の場合は、上記申込期間及び受渡期日のとおり、 

となりますのでご注意下さい。 

４ 元引受契約の内容 

買取引受けによります。 

引受手数料は支払われません。 
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ただし、売出価格と引受価額との差額は、引受人の手取金となります。 

各金融商品取引業者の引受株式数 

金融商品取引業者名 引受株式数 

野村證券株式会社 4,182,800株 

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 1,045,800株 

５ 申込みの方法は、申込期間内に申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。 

６ 申込証拠金のうち引受価額相当額は、受渡期日に売出人への支払いに充当します。 

７ 申込証拠金には、利息をつけません。 

８ 株式は、受渡期日から売買を行うことができます。 

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口

座での振替えにより行われます。 

 

３【売出株式（オーバーアロットメントによる売出し）】 

種類 売出数 
売出価額の総額

（円） 
売出しに係る株式の所有者の住所及び氏名又は名称 

普通株式 784,200株 1,116,779,220 
東京都中央区日本橋一丁目13番１号 

野村證券株式会社 

 （注）１ オーバーアロットメントによる売出しは、引受人の買取引受による売出しにあたり、その需要状況を勘案し

た上で、引受人の買取引受による売出しの主幹事会社である野村證券株式会社が当社株主から784,200株を

上限として借入れる当社普通株式の売出しであります。上記売出数は、オーバーアロットメントによる売出

しの売出数の上限を示したものであり、需要状況により減少し、又はオーバーアロットメントによる売出し

そのものが全く行われない場合があります。 

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事

項 １ オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。 

今後、売出数が決定された場合は、売出価格等（売出価格、引受価額及び引受人の手取金）及び売出価格等

の決定に伴い連動して訂正される事項（引受人の買取引受による売出しの売出価額の総額、オーバーアロッ

トメントによる売出しの売出数及びオーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額）について、目

論見書の訂正事項分の交付に代えて売出価格等決定日の翌日付の日本経済新聞及び売出価格等の決定後から

申込期間の末日までの期間中のインターネット上の当社ウェブサイト（〔URL〕https://www.tsk-

g.co.jp/news/）（新聞等）で公表いたします。また、売出価格等が決定される前に目論見書の記載内容につ

いて訂正が行われる場合には、目論見書の訂正事項分が交付されます。しかしながら、売出価格等の決定に

際し、売出価格等及び売出価格等の決定に伴い連動して訂正される事項以外の記載内容についての訂正が含

まれる場合には目論見書の訂正事項分が交付され、新聞等による公表は行いません。 

２ 振替機関の名称及び住所 

株式会社証券保管振替機構 

東京都中央区日本橋兜町７番１号 

３ 売出価額の総額は、2024年11月22日（金）現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値を基

準として算出した見込額であります。 
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４【売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）】 

売出価格 
（円） 

申込期間 申込単位 
申込証拠金 
（円） 

申込受付場所 
引受人の住所及び 

氏名又は名称 
元引受契
約の内容 

未定 

（注）１ 

自 2024年 

12月18日(水) 

至 2024年 

12月19日(木) 

(注)１ 

100株 

１株につき売

出価格と同一

の金額 

野村證券株式

会社の本店及

び全国各支店 

－ － 

 （注）１ 株式の受渡期日は、2024年12月24日（火）であります。 

売出価格、申込期間及び受渡期日については、前記「２ 売出しの条件（引受人の買取引受による売出

し）」において決定される売出価格、申込期間及び受渡期日とそれぞれ同一といたします。 

２ 申込みの方法は、申込期間内に申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。 

３ 申込証拠金には、利息をつけません。 

４ 株式は、受渡期日から売買を行うことができます。 

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口

座での振替えにより行われます。 

 

【募集又は売出しに関する特別記載事項】 

１ オーバーアロットメントによる売出し等について 

 引受人の買取引受による売出しにあたり、その需要状況を勘案した上で、当該売出しの主幹事会社である野村證券

株式会社が当社株主から784,200株を上限として借入れる当社普通株式の売出し（オーバーアロットメントによる売

出し）を行う場合があります。オーバーアロットメントによる売出しの売出数は、784,200株を予定しております

が、当該売出数は上限の売出数であり、需要状況により減少し、又はオーバーアロットメントによる売出しそのもの

が全く行われない場合があります。 

 なお、オーバーアロットメントによる売出しが行われる場合、野村證券株式会社は、引受人の買取引受による売出

しの対象となる株式とは別に、オーバーアロットメントによる売出しの売出数を上限として追加的に当社普通株式を

取得する権利（以下「グリーンシューオプション」という。）を、引受人の買取引受による売出し及びオーバーアロ

ットメントによる売出しの受渡期日から2025年１月10日（金）までの間を行使期間（以下「グリーンシューオプショ

ンの行使期間」という。（注））として上記当社株主から付与されます。 

 また、野村證券株式会社は、引受人の買取引受による売出し及びオーバーアロットメントによる売出しの申込期間

の終了する日の翌日から2025年１月８日（水）までの間（以下「シンジケートカバー取引期間」という。（注））、上

記当社株主から借入れた株式（以下「借入れ株式」という。）の返却を目的として、株式会社東京証券取引所におい

てオーバーアロットメントによる売出しに係る株式数を上限とする当社普通株式の買付け（以下「シンジケートカバ

ー取引」という。）を行う場合があります。野村證券株式会社がシンジケートカバー取引により取得した全ての当社

普通株式は、借入れ株式の返却に充当されます。なお、シンジケートカバー取引期間内において、野村證券株式会社

の判断でシンジケートカバー取引を全く行わず、又はオーバーアロットメントによる売出しに係る株式数に至らない

株式数でシンジケートカバー取引を終了させる場合があります。 

 更に、野村證券株式会社は、引受人の買取引受による売出し及びオーバーアロットメントによる売出しに伴って安

定操作取引を行うことがあり、かかる安定操作取引により取得した当社普通株式の全部又は一部を借入れ株式の返却

に充当することがあります。 

 上記のとおりシンジケートカバー取引及び安定操作取引により取得して返却に充当後の残余の借入れ株式は、野村

證券株式会社がグリーンシューオプションを行使することにより返却されます。 

 なお、オーバーアロットメントによる売出しが行われるか否か及びオーバーアロットメントによる売出しが行われ

る場合の売出数については、売出価格等決定日に決定されます。オーバーアロットメントによる売出しが行われない

場合は、野村證券株式会社による上記当社株主からの当社普通株式の借入れ、当該株主から野村證券株式会社へのグ

リーンシューオプションの付与及び株式会社東京証券取引所におけるシンジケートカバー取引は行われません。 

（注） グリーンシューオプションの行使期間及びシンジケートカバー取引期間は、 

① 売出価格等決定日が2024年12月11日（水）の場合、グリーンシューオプションの行使期間は「2024年12

月18日（水）から2025年１月10日（金）までの間」、シンジケートカバー取引期間は「2024年12月14日

（土）から2025年１月８日（水）までの間」 

② 売出価格等決定日が2024年12月12日（木）の場合、グリーンシューオプションの行使期間は「2024年12

月19日（木）から2025年１月10日（金）までの間」、シンジケートカバー取引期間は「2024年12月17日

（火）から2025年１月８日（水）までの間」 
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③ 売出価格等決定日が2024年12月13日（金）の場合、グリーンシューオプションの行使期間は「2024年12

月20日（金）から2025年１月10日（金）までの間」、シンジケートカバー取引期間は「2024年12月18日

（水）から2025年１月８日（水）までの間」 

④ 売出価格等決定日が2024年12月16日（月）の場合、グリーンシューオプションの行使期間は「2024年12

月23日（月）から2025年１月10日（金）までの間」、シンジケートカバー取引期間は「2024年12月19日

（木）から2025年１月８日（水）までの間」 

⑤ 売出価格等決定日が2024年12月17日（火）の場合、グリーンシューオプションの行使期間は「2024年12

月24日（火）から2025年１月10日（金）までの間」、シンジケートカバー取引期間は「2024年12月20日

（金）から2025年１月８日（水）までの間」 

となります。 

 

２ ロックアップについて 

 引受人の買取引受による売出しに関連して、売出人である大同生命保険株式会社及び太陽生命保険株式会社並びに

当社株主である株式会社日本製鋼所、東京センチュリー株式会社、株式会社三菱ＵＦＪ銀行、東洋電機製造株式会

社、応用地質株式会社、株式会社オカムラ及び住友不動産株式会社は野村證券株式会社に対し、売出価格等決定日に

始まり、引受人の買取引受による売出しの受渡期日から起算して90日目の日に終了する期間（以下「ロックアップ期

間」という。）中、野村證券株式会社の事前の書面による同意なしには、当社株式の売却等（ただし、引受人の買取

引受による売出し等を除く。）を行わない旨合意しております。 

 また、当社は野村證券株式会社に対し、ロックアップ期間中は野村證券株式会社の事前の書面による同意なしに

は、当社株式の発行、当社株式に転換もしくは交換される有価証券の発行又は当社株式を取得もしくは受領する権利

を付与された有価証券の発行等（ただし、株式分割による新株式発行等を除く。）を行わない旨合意しております。 

 上記のいずれの場合においても、野村證券株式会社はロックアップ期間中であってもその裁量で当該合意の内容を

一部もしくは全部につき解除できる権限を有しております。 

 

３ 自己株式の取得について 

 2024年12月３日（火）の取締役会決議により、株式会社東京証券取引所における市場買付けにより、取得株式の総

数1,200,000株、取得価額の総額18億円をそれぞれ上限とし、2025年１月９日（木）から2026年１月８日（木）まで

を取得期間として、自己株式の取得に係る事項を決定いたしました。なお、市場動向等により、一部又は全部の取得

が行われない可能性があります。 

 

第３【第三者割当の場合の特記事項】 
 該当事項はありません。 
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第二部【公開買付け又は株式交付に関する情報】 
 該当事項はありません。 
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第三部【参照情報】 

 

第１【参照書類】 
 会社の概況及び事業の概況等金融商品取引法第５条第１項第２号に掲げる事項については、以下に掲げる書類を参照

すること。 

１【有価証券報告書及びその添付書類】 

 事業年度 第162期（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）2024年６月25日関東財務局長に提出 

 

２【半期報告書】 

 事業年度 第163期中（自 2024年４月１日 至 2024年９月30日）2024年11月８日関東財務局長に提出 

 

３【臨時報告書】 

 １の有価証券報告書提出後、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２

項第９号の２の規定に基づく臨時報告書を2024年６月25日に関東財務局長に提出 
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第２【参照書類の補完情報】 
 上記に掲げた参照書類としての有価証券報告書及び半期報告書（以下「有価証券報告書等」という。）の提出日以

後、2024年12月３日までの間において、当該有価証券報告書等に記載された「事業等のリスク」について生じた変更そ

の他の事由はありません。 

 以下の内容は、当該「事業等のリスク」を一括して記載したものであります。 

 また、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、以下の「事業等のリスク」に記載の事

項を除き、当該事項は、2024年12月３日現在においてもその判断に変更はなく、また新たに記載する将来に関する事項

もありません。なお、当該将来に関する事項については、その達成を保証するものではありません。 

 

［事業等のリスク］ 

 当社グループの事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項につきましては、下記のようなものがあります。なお、下記項目における将来の予想に関する事項は、当連結会

計年度末(2024年３月31日)現在において判断したものであります。 

 

① 需要・市場環境 

 当社グループの事業のうち、水環境事業につきましては、主な顧客である地方自治体における浄水場、下水処理

場等への公共投資の変動が業績に影響を及ぼす可能性があります。産業事業につきましては、米中貿易摩擦やロシ

アによるウクライナ侵攻の長期化、中東情勢の緊迫などの地政学的リスクに留意する必要があります。また、中国

経済の減速、原材料価格の高騰、為替等の変動など世界経済の見通しに対する不透明感から、化学、鉄鋼、食品お

よび環境・エネルギー関連の業界における当社グループの顧客の設備投資動向が業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

 なお、当社グループの売上高に関しましては、水環境事業における官公庁・公共事業案件は、工事完了および検

収時期が年度末に集中することが多く、特に第４四半期に集中する傾向があります。また、別途発注の土木建築工

事の遅れや顧客事由、半導体の納期長期化や鋼材の高騰などの影響により受注案件が翌期にずれ込む可能性があ

り、そうした場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

② 海外事業展開に伴うリスク 

 当社グループの海外事業におきましては、為替相場や原油、資源価格の変動のほか、ロシアによるウクライナ侵

攻の長期化、中東情勢の緊迫など各国における政情不安や体制変更、テロの発生、新型コロナウイルスのような感

染症等によるロックダウン、経済状況の急激な変動、予期しない法規制や税制の変更があった場合には、業績に影

響を及ぼす可能性があります。 

 為替相場の変動対策としては、為替予約等のヘッジ取引を行うことで影響を軽減しております。 

 

③ 設備工事および機器製造における事故および災害 

 当社グループが建設中または建設したプラントおよび単体機器の製造現場において、予期しない事故や災害等、

偶発事象が発生した場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 当社では、適切な品質および安全性を確保するため、品質保証安全管理部を設置し、品質保証システムと労働安

全マネジメントシステムの構築・維持に努めてまいります。 

 

④ 当社グループ事業の特性 

 当社グループは個別受注生産を中心としており、資材の調達価格や需給状況、外注費用など受注後のコスト上昇

要因等により、契約締結時に見積もったコストと実際のコストとの間に差異が発生することがあります。また、設

備工事では、工事途中での設計変更や手直し工事により想定外の追加コストが生じることがあります。加えて、納

入した製品および設計・施工したプラント類の不具合等により、補償工事に伴う費用の発生や顧客への補償等費用

負担の発生、さらには顧客等に損害を与えた場合には賠償請求等の訴訟や係争が生じる可能性があります。 

 子会社の月島ジェイテクノメンテサービス株式会社では、国内の浄水場、下水処理場において、設備の補修工

事、薬品・燃料・電力等の供給を含めた包括的な維持管理業務を受託しております。燃料や電力の価格が変動した

場合は委託者と協議を行いますが、価格変動分を速やかに精算できない可能性があります。 

 これらが生じた場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑤ 株式相場の変動 

 当社は株式等の投資有価証券を保有しており、株式相場の急激な変動が業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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⑥ 退職給付債務 

 当社グループの年金資産の時価の変動や運用利回りの状況の変化等があった場合には、業績に影響を及ぼす可能

性があります。 

 

⑦ 法的規制 

 当社グループは、建設業法、製造物責任法、計量法、廃棄物の処理及び清掃に関する法律等さまざまな法規制の

適用を受けております。当社グループでは法令遵守の徹底を図っておりますが、法律・規制等が強化された場合、

または予期し得ない法律・規則等の導入・改正等があった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

 

⑧ 大規模災害等の発生 

 当社グループの生産拠点や事業所、工事現場、ならびに取引先の事業拠点において、地震・洪水・火災・雪害等

の大規模自然災害やその他の災害が発生した場合、生産設備や製品等の破損およびライフラインの破損等による生

産機能の低下若しくは停止により、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 当社では、首都圏直下地震などの災害を想定し、事業継続および早期復旧のための事業継続計画（BCP）を策定

するとともに、今後は定期的な訓練により実効性を高めてまいります。 

 

⑨ 情報セキュリティ 

 当社グループは、事業活動を通して得た顧客・取引先の情報や、事業上の機密情報等を保有しております。これ

ら機密情報に対して、想定を超えるサイバー攻撃、不正アクセス、コンピューターウイルスの感染等により、情報

流出、重要データの破壊、改ざん、システム停止等を引き起こす可能性が高まっており、業績に影響を及ぼす可能

性があります。 

 当社グループは、情報セキュリティに関する事件や事故の発生を防止するために「情報セキュリティ基本規程」

および「情報セキュリティ対策基準」を定め、それに基づく人的側面と情報システム面の両面からの情報セキュリ

ティ対策を実施しております。人的側面においては従業員教育や情報セキュリティに対する考え方の周知・徹底な

ど啓蒙活動を推進すると共に、システム面においては、常にセキュリティ対策を最新にすべく継続的な改善・向上

を図ることで、リスクの最小化に努めております。 

 

⑩ 知的財産 

 当社グループは、単体機器およびプロセスの競争力を確保するため、知的財産権の獲得と適切な管理、活用に努

めております。国内外で事業を展開するなかで、新興国等で当社グループの保有する知的財産権が侵害される可能

性があります。また、第三者が保有する知的財産権を侵害する可能性があり、そのような場合には、損害賠償責任

を負うなど当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

 当社は、知的財産権の重要性を認識し、知的財産の権利化、重点的に強化する分野・技術における特許網の構築

を推進してまいります。また、当社保有知財の侵害行為に対しては毅然とした対応をするほか、第三者が保有する

知的財産権を尊重し適切に対応してまいります。 

 

⑪ 人材 

 当社グループは、成長と発展のための最も重要な経営資源は人材であると認識しております。国内においては少

子高齢化、熟練技術者の減少等により専門性を有する人材を継続的に確保することが困難となり円滑な事業活動に

支障が生じる場合には、当社グループの事業、業績に影響を与える可能性があります。 

 当社グループは、社員のレベルに応じた階層別研修や通信教育を通じて人材を育成しながら、AI・IoTの活用や

デジタル化を推進し省人化・効率化を図ることで生産性を高めてまいります。海外の設計拠点との人材交流を進め

ながら技術者の育成と多様化にも取り組んでおります。また、中途採用も積極的に行っており、専門性を有する人

材の拡充にも努めてまいります。 

 

⑫ 気候変動に関するリスク 

 気候変動に関するリスクとしては、当社グループの既存顧客が脱炭素化に向けた規制強化により業態や製造プロ

セスを変化させることによる当社機器・プロセスの需要減少、平均気温の上昇による建設現場や製造現場での生産

性低下による工期遅延、自然災害の増加による損害および復旧・対応コストの増加などが当社グループの業績に影

響を与える可能性があります。 

 当社グループは、気候変動リスクを重要な社会課題として認識しており、「環境技術で世界に貢献し未来を創

る」というパーパスのもと、持続可能な社会の実現に向けた取り組みを推進するため、サステナビリティ委員会を

設置し、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）提言への賛同を表明いたしました。脱炭素社会に貢献する
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ために、下水汚泥のエネルギー利用を推進しリチウムイオン二次電池材料を製造する機器・プラントを展開するこ

とで、事業を通じて脱炭素社会に貢献し、気候変動リスクの低減に努めてまいります。 

 

⑬ 持株会社としてのリスク 

 当社グループは2023年４月より持株会社体制へ移行いたしましたが、適切な経営資源配分、グループ戦略の見直

しおよびグループ会社の監視・監督等といった持株会社統治、グループ管理の効果が十分発揮されなかった場合、

当社グループの業績および財政状態に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

 また、持株会社の収入の大部分は、当社が直接保有している子会社からの経営指導料、業務受託料、受取配当金

であります。子会社が十分な利益を計上できない場合は、当社に対する受取配当金を支払えなくなる可能性があり

ます。 

 当社は、グループ各社からの事業報告およびその分析結果からグループ全体として適切な戦略判断と経営資源の

配分を行ってまいります。 

 

 

─ 11 ─



 

 

第３【参照書類を縦覧に供している場所】 
月島ホールディングス株式会社 本店 

（東京都中央区晴海三丁目５番１号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
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第四部【提出会社の保証会社等の情報】 
 該当事項はありません。 
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第五部【特別情報】 
 該当事項はありません。 
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「参照方式」の利用適格要件を満たしていることを示す書面 
 

会社名 月島ホールディングス株式会社 

代表者の役職氏名 代表取締役社長  川﨑 淳 

 

１ 当社は１年間継続して有価証券報告書を提出しております。 

 

２ 当社の発行する株券は、東京証券取引所に上場されております。 

 

３ 当社の発行済株券は、３年平均上場時価総額が250億円以上であります。 

55,724百万円 

 

（参考） 

（2022年10月31日の上場時価総額） 

東京証券取引所に
おける最終価格 

 発行済株式総数   

1,009円 × 45,625,800株 ＝ 46,036百万円 

     

（2023年10月31日の上場時価総額） 

東京証券取引所に
おける最終価格 

 発行済株式総数   

1,272円 × 45,625,800株 ＝ 58,036百万円 

     

（2024年10月31日の上場時価総額） 

東京証券取引所に
おける最終価格 

 発行済株式総数   

1,383円 × 45,625,800株 ＝ 63,100百万円 
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事業内容の概要及び主要な経営指標等の推移 
 

１ 事業内容の概要 

 当社グループは、2024年11月30日現在、当社と子会社41社および関連会社14社で構成され、上下水道および汚泥再生

処理・バイオマス利活用設備を主要マーケットとする水環境事業と、化学分野や二次電池製造などに関連する産業イン

フラ設備および廃液や固形廃棄物処理などの環境関連設備を主要マーケットとする産業事業の２つを主たる事業と位置

付けており、それら以外の事業をその他としておりますが、その主要な事業内容は以下のとおりであります。 

 

事業区分 主要な事業内容 

水環境事業 １）浄水場・下水処理場、汚泥再生処理・バイオマス利活用向けプラントなどの設計・建設 

 ２）前項１）に使用される脱水機、乾燥機、焼却炉など各種単体機器の設計・販売 

 
３）前項１）のプラントに関連するPFI、DBO、下水処理場における消化ガス発電事業、 

関連するサービス業務などの官民連携事業 

 ４）前項１）のプラント・機器の運転・維持管理・補修およびこれらに付随する業務 

産業事業 
 

１）化学分野および二次電池製造関連設備、廃液・固形廃棄物処理などのプラントの 

設計・建設・補修工事 

 
２）上記プラントに使用される晶析装置、ろ過機、遠心分離機、乾燥機、ガスホルダ、 

酸回収装置、攪拌機等の各種単体機器の設計・製造・販売 

 ３）一般・産業廃棄物処理事業 

その他 １）物流施設・事務所ビル・駐車場などの不動産管理・賃貸 

 ２）大型図面・各種書類等の印刷・製本 

 

＜主な関係会社＞ 

（水環境事業） 

月島JFEアクアソリューション㈱、月島ジェイテクノメンテサービス㈱、月島ジェイアクアサービス機器㈱、寒

川ウォーターサービス㈱、尾張ウォーター＆エナジー㈱、㈱バイオコール京都鳥羽、横浜西谷ウォーターサービス

㈱、市原バイオサイクル㈱、㈱bay eggs、㈱横浜Bay Link、箱根水道パートナーズ㈱、㈱豊橋バイオウィル、㈱長

岡バイオキューブ、アクアペックスおやま㈱、アクアペックスさかい㈱、小山エナジーサイクル株式会社 

 

（産業事業） 

月島機械㈱、月島環境エンジニアリング㈱、三進工業㈱、プライミクス㈱、サンエコサーマル㈱、BOKELA有限会

社、テーエスケーエンジニアリング(タイランド) Co., Ltd.、月島機械(北京)有限公司 

 

（その他） 

月島ビジネスサポート㈱ 
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各事業における当社および関係会社の位置づけは次のとおりとなります。（2024年11月30日現在） 

 

事業の系統図 

 
※１ 持分法適用会社であります。 

※２ 持分法非適用会社であります。 

※３ 重要性が乏しい非連結子会社は記載を省略しております。 
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２ 主要な経営指標等の推移 

(1）連結経営指標等 

回次 第158期 第159期 第160期 第161期 第162期 

決算年月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 

売上高 (百万円) 100,333 90,553 93,077 97,778 124,205 

経常利益 (百万円) 8,459 6,124 6,502 5,649 7,810 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 
(百万円) 5,696 958 8,173 4,214 2,675 

包括利益 (百万円) 1,545 5,106 9,400 4,357 9,468 

純資産額 (百万円) 67,356 71,784 80,949 82,688 105,538 

総資産額 (百万円) 128,340 144,116 153,574 146,462 208,014 

１株当たり純資産額 (円) 1,526.25 1,615.05 1,805.90 1,892.18 2,040.89 

１株当たり当期純利益 (円) 130.28 22.04 186.42 96.16 62.38 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 51.5 48.9 51.8 55.4 42.0 

自己資本利益率 (％) 8.5 1.4 10.9 5.2 3.2 

株価収益率 (倍) 10.40 58.21 5.81 11.31 23.02 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 3,641 10,084 812 8,232 △5,632 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △8,047 △4,446 △5,367 △2,817 △2,768 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △2,931 7,324 △628 △11,564 7,443 

現金及び現金同等物 

の期末残高 
(百万円) 20,856 33,870 28,795 22,998 27,601 

従業員数 (名) 2,556 2,761 2,765 2,839 3,517 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第160期の期首から適用して

おり、第160期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となってお

ります。 

３ １株当たり純資産額および１株当たり当期純利益の算定上の基礎となる自己株式数には、「信託型従業員

持株インセンティブ・プラン」導入において信託銀行に設定した「月島ホールディングス従業員持株会専

用信託」が所有する当社株式を含めております。 
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(2) 提出会社の経営指標等 

回次 第158期 第159期 第160期 第161期 第162期 

決算年月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月 

売上高または営業収益 (百万円) 54,284 42,033 41,026 40,204 8,034 

経常利益 (百万円) 4,754 3,525 3,673 2,789 3,388 

当期純利益 (百万円) 4,255 3,322 7,193 2,683 1,478 

資本金 (百万円) 6,646 6,646 6,646 6,646 6,646 

発行済株式総数 (千株) 45,625 45,625 45,625 45,625 45,625 

純資産額 (百万円) 52,785 58,781 66,286 65,901 69,835 

総資産額 (百万円) 94,170 108,063 121,214 111,689 112,105 

１株当たり純資産額 (円) 1,219.37 1,347.19 1,505.76 1,536.06 1,631.70 

１株当たり配当額 

(うち１株当たり中間配当額) 
(円) 

24 24 30 40 42 

(11) (12) (12) (15) (21) 

１株当たり当期純利益 (円) 97.32 76.42 164.07 61.23 34.47 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
(円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 56.1 54.4 54.7 59.0 62.3 

自己資本利益率 (％) 7.9 6.0 11.5 4.1 2.2 

株価収益率 (倍) 13.92 16.79 6.60 17.77 41.66 

配当性向 (％) 24.7 31.4 18.3 65.3 121.8 

従業員数 
(名) 

592 640 605 593 107 

（外、平均臨時雇用者数） (156) (158) (147) (152) (13) 

株主総利回り (％) 100.0 96.5 84.2 87.5 115.7 

(比較指標：配当込みTOPIX) (％) (90.5) (128.6) (131.2) (138.8) (196.2) 

最高株価 (円) 1,797 1,485 1,331 1,164 1,506 

最低株価 (円) 1,023 1,103 961 853 1,039 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第160期の期首から適用して

おり、第160期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となってお

ります。 

３ １株当たり純資産額および１株当たり当期純利益の算定上の基礎となる自己株式数には、「信託型従業員

持株インセンティブ・プラン」導入において信託銀行に設定した「月島ホールディングス従業員持株会専

用信託」が所有する当社株式を含めております。 

４ 第161期の１株当たり配当額40円には、記念配当５円を含んでおります。 

５ 2023年４月１日付で持株会社体制へ移行いたしました。このため、第162期に係る主要な経営指標等につい

ては、第161期以前と比較して変動しております。 

６ 最高株価および最低株価は、2022年４月３日以前は東京証券取引所市場第一部におけるものであり、2022

年４月４日以降は東京証券取引所プライム市場におけるものであります。 
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